
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(資料)総務省「企業物価」、「家計調査」より作成。 

     円安、資源価格上昇等で企業物価、さらには消費者物価が日本でも上昇圧力を高めていることは周知のとお 

りである。市場の関心は、生産活動から消費活動の動向に移りつつあり、とくに行動規制の解除と消費活動の回 

復には関心が集まっている。しかし、消費活動の回復には大きな重しがある。第一は、物価上昇に伴う実質可処 

分所得の減少である。賃金上昇を上回る物価上昇は家計が自由に使える可処分所得を減少させ、さらに将来に向 

けた金利上昇懸念や増税懸念は消費活動を抑制する。加えて、供給面でも消費抑制要因がある。それは、労働力 

による制約である。とくに観光関連や飲食関連での労働制約は強く、コロナ以前のキャパによる稼働率への回復 

は足元困難となっている。 
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